
No. 事業名
①目的(積算は計画策定時)

②事業経費

成果目標達成状況

及び事業実施による効果
総事業費

交付金

充当額

1
電力・ガス・食料品等価格高

騰重点支援給付金事業

①コロナ禍における物価高騰・

エネルギー価格の高騰で特に家

計に大きな影響を受けている町

民税非課税世帯を対象に、価格

高騰重点支援給付金として30千

円を支給する。

②給付金及び事務経費（給付金

24,360千円(@30,000×812世

帯)､印刷製本費56千円(返信用封

筒等)､通信運搬費127千円(送

料)､振込手数料89千円､給付シ

ステム導入業務委託料1,854千

円）

R5.6 ～ R5.12

（目標）

対象世帯への給付率：98％

【成果】

対象世帯への給付率：98.2％

　給付金の支給により、物価

高騰の影響が大きい低所得世

帯等の家計負担軽減につな

がったとともに、コロナ禍で

落ち込んでいた地域内消費の

喚起に結びついた。

26,486 26,390

2
障害者支援施設等原油価格高

騰対策事業

①コロナ禍におけるエネルギー

価格等の物価高騰の影響を踏ま

え、障害者支援施設等の光熱費

の支援を行い事業者の負担軽減

を図る。なお、本事業には秋田

県が実施する補助金を活用し実

施する。

②補助金（入所者１人あたり

@12,000×249人=2,988,000円

その他財源として､秋田県補助

金を充当（その他財源内訳　入

所系１人あたり@6,000×125人

=750,000円､通所系１人あたり

@3,000×124人=372,000円））

R5.6 ～ R5.8

（目標）

入所系・通所系対象者への給

付率：100％

【成果】

入所系・通所系対象者への給

付率：100％

　コロナ禍の影響や原油価格

高騰に苦しむ障害者支援施設

等に対して支援を行い、光熱

費の負担軽減をしたことで、

安定的な施設運営と障害者福

祉サービスの提供の維持が図

られた。

2,988 1,866

3
介護保険施設等原油価格高騰

対策事業

①コロナ禍におけるエネルギー

価格等の物価高騰の影響を踏ま

え、介護保険施設等の光熱費の

支援を行い事業者の負担軽減を

図る。なお、本事業には秋田県

が実施する補助金を活用し実施

する。

②補助金（入所者１人あたり

@12,000×187人=2,244,000円

その他財源として､秋田県補助

金を充当（その他財源内訳　入

所系１人あたり@6,000×137人

=822,000円､通所系１人あたり

@3,000× 50人=150,000円））

R5.6 ～ R5.9

（目標）

入所系・通所系対象者への給

付率：100％

【成果】

入所系・通所系対象者への給

付率：100％

　コロナ禍の影響や原油価格

高騰に苦しむ介護保険施設等

に対して支援を行い、光熱費

の負担を軽減したことで、安

定的な施設運営と介護サービ

スの提供の維持が図られた。

2,244 1,272

（単位：千円）

事業期間



No. 事業名
①目的(積算は計画策定時)

②事業経費

成果目標達成状況
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（単位：千円）

事業期間

4 地域商品券事業

①コロナ禍におけるエネル

ギー・食料品等の物価高騰の影

響を受けた町民世帯を対象とし

た商品券発行を行い、町民負担

を軽減し、また、町全体におけ

る地域経済の消費の下支えを支

援する。

②地域商品券発行経費及び事務

経費（消耗品費23千円(ﾀｯｸﾗﾍﾞ

ﾙ､用紙等)､印刷製本費592千円

(商品券､封筒､ﾎﾟｽﾀｰ､ﾁﾗｼ等)､通

信運搬費686千円(商品券送料

(簡易書留))､業務委託料1,863千

円(発行事務) ､補助金33,617千

円）

R5.6 ～ R5.12

（目標）

利用可能登録店舗数：95店舗

商品券使用率：98％

【成果】

利用可能登録店舗数：93店舗

商品券使用率：98.9％

　コロナ禍の影響により、消

費需要の低迷で落ち込んでい

た地域経済の底上げに資する

ことができた。

36,781 23,358

5
農業用資材等価格高騰対策支

援事業

①コロナ禍における農業用資

材・肥料、燃料費の高騰による

農業生産経費の増大を緩和し、

営農継続を支援する。

②交付金（主食用米及び経営所

得安定対策等交付金の対象作物

作付面積10aあたり@1,000円×

4,240.369/10a=4,240,369円）

R5.6 ～ R6.3

（目標）

経営所得安定対策対象作物作

付け面積（R4比較）：90％

以上

【成果】

経営所得安定対策対象作物作

付け面積（R4比較）：95.2％

　目標の作付け面積を上回

り、営農維持の支援につな

がった。

4,241 4,240

6
保育所等光熱費価格高騰対策

事業

①コロナ禍におけるエネルギー

価格等の物価高騰の影響を踏ま

え、保育施設に対して経営の安

定に向けた光熱費等の価格高騰

分への支援を行う｡なお、本事

業には秋田県が実施する補助金

を活用し実施する｡

②補助金（児童1人あたり

@9,000×83人=747,000円､その

他財源として､秋田県補助金を

充当（その他財源内訳(@5,300

×1/2)×83人=219,950円））

R5.6 ～ R6.2

（目標）

町内私立認可保育施設におい

て、事業規模を縮小した件

数：0件

【成果】

町内私立認可保育施設におい

て、事業規模を縮小した件

数：0件

　コロナ禍の影響や原油価格

高騰により影響を受けている

保育施設に対して、光熱費等

の支援を行うことにより、保

育園の経営維持が図られた。

747 527


